
令和３年度 第１回川西市子ども・子育て会議 次第 

 

 

 

令和3年7月13日（火）14：00～16：00 

          場所：消防本部3階大会議室（Zoom併用） 

 

 

１．開会 

 

 

２．議事 

（１）教育・保育施設等及び留守家庭児童育成クラブの実績について【資料１－１、１－

２】 

 

 

（２）新子育て安心プラン実施計画に基づく量の見込み等について【資料２－１、２－２】 

 

 

（３）川西北こども園の園区の設定について【資料３】 

 

 

（４）川西市子ども・子育て計画と川西市子ども・若者育成支援計画の統合等について 

【資料４】 

 

  

（５） その他 

 

 

３．閉会 



 

 

教育・保育施設等及び留守家庭児童育成クラブの状況について（主に待機児童数） 

 

１ 待機児童数の推移と利用児童数等（各年4月時点・人） 

年 平成31年 令和2年 令和3年 

認定区分 
1号 2号 3号 2・3号 

合計 

1号 2号 3号 2・3号 

合計 

1号 2号 3号 2・3号 

合計 3～5歳 0歳 1・2歳 3～5歳 0歳 1・2歳 3～5歳 0歳 1・2歳 

人口 3,696 984 2,123 6,803 3,611 864 2,093 6,568 3,458 852 2,065 6,375 

定員数 2,855 1,193 226 927 2,346 2,865 1,321 272 1,053 2,646 2,796 1,368 272 1,053 2,705 

申込児童数 - 1,245 172 893 2,310 - 1,446 137 900 2,483 - 1,403 138 902 2,443 

利用児童数 - 1,234 162 834 2,230 - 1,410 134 841 2,385 - 1,388 131 832 2,351 

待機児童数（国） - 2 1 26 29 - 5 0 12 17 - 0 0 16 16 

※中学校区毎の実績は「資料1-2」参照（2・3号認定区分のみ） 

 

２ 平成31年4月以降の２・３号認定の利用定員増減 

 区域 区分 種別 施設 時期 2号認定 3号認定 

認
可 

多田中学校区 新設 保育園 エンゼルキッズ多田 令和2年4月 - 40人 

川西中学校区 新設 保育園 あい保育園キセラ川西 令和2年4月 40人 30人 

川西中学校区 新設 保育園 鶴之荘保育園 令和2年4月 24人 16人 

 東谷中学校区 定員変更 こども園（保育所型） 山下教会めぐみ園 令和2年10月 9人 - 
 東谷中学校区 定員変更 こども園（幼稚園型） 美山こども園 令和2年10月 38人 - 

認
可
外 

川西中学校区 定員変更 企業 ちびっこ保育園キセラ川西 令和２年度 69人 31人 

川西中学校区 新設 企業 H2Oほいくえん川西 令和元年度 - 19人 

川西中学校区 新設 企業 YPC保育園小戸 令和元年度 - 19人 

川西中学校区 新設 企業 えんじぇるうぃっしゅ保育園 令和元年度 - 12人 

川西中学校区 新設 企業 あいぐらん保育園美園町 令和3年度 - 12人 

合計 180人 179人 
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３ 留守家庭児童育成クラブの状況（各年5月1日時点・人） 

小学校等 
令和元年 令和２年 令和３年 

定員 登録児童数 待機数 定員 登録児童数 待機数 定員 登録児童数 待機数 

久代 80 83 0 80 91 0 80 87 1 

加茂 40 60 9 40 60 24 80 72 0 

川西 120 142 10 120 144 16 120 136 0 

桜が丘 80 81 0 80 91 0 80 89 0 

川西北 74 85 3 74 87 7 74 87 11 

明峰 80 102 10 80 101 30 80 101 11 

多田 40 43 0 40 50 5 40 48 13 

多田東 69 82 3 69 82 4 69 81 0 

緑台 40 37 0 40 34 0 40 47 0 

陽明 40 36 0 40 36 0 40 40 0 

清和台 40 39 0 40 34 0 40 31 0 

清和台南 80 64 0 80 56 0 80 50 0 

養護 - 0 1 - 0 0 - 0 0 

けやき坂 70 85 21 70 84 28 70 83 4 

東谷 71 66 0 71 70 0 71 73 0 

牧の台 80 93 0 80 84 0 80 85 0 

北陵 54 62 22 54 65 8 54 64 8 

民間 176 106 0 216 137 0 216 156 0 

計 1,234 1,266 79 1,274 1,306 122 1,314 1,330 48 

 ※ 令和3年度に施行実施する「夏季休業期間中のみの利用予定者」は含めていない。 

 

 

 

 

 

 



４ 平成31年4月以降の取り組み状況 

小学校区 区分 クラブ 時期 効果 

東谷・牧の台小学校区 民間 里っこクラブこどもの家 令和元年５月 ・定員40人・待機児童の発生している校区で新たに開設 

けやき坂・明峰小学校区 民間 けやキッズ 令和２年５月 ・定員40人・待機児童の発生している校区で新たに開設 

加茂小学校区 公立 マスカット 令和３年４月 ・定員40人・待機児童の発生している校区で新たに開設 

川西北小学校区 公立 
夏季休業中のみの特別開所（施行

実施） 
令和３年７～８月 

・定員40人・待機児童の発生している校区で、新たに「夏季休業中のみの特別開

所」を施行実施 

 



0歳児1・2歳児3歳以上児 合計 0歳児1・2歳児3歳以上児 合計 0歳児1・2歳児3歳以上児 合計 0歳児1・2歳児3歳以上児 合計 0歳児1・2歳児3歳以上児 合計 0歳児1・2歳児3歳以上児 合計

川西南 196 352 581 1,129 27 145 195 367 13.8% 41.2% 33.6% 32.5% 30 130 155 315 24 137 194 355 0 3 0 3

川西 262 487 732 1,481 51 233 294 578 19.5% 47.8% 40.2% 39.0% 96 326 432 854 46 210 290 546 1 10 1 12

明峰 63 187 328 578 18 75 83 176 28.6% 40.1% 25.3% 30.4% 17 54 61 132 18 71 83 172 0 1 0 1

多田 162 328 578 1,068 27 114 193 334 16.7% 34.8% 33.4% 31.3% 15 117 173 305 25 103 190 318 0 6 1 7

緑台 59 157 253 469 9 57 72 138 15.3% 36.3% 28.5% 29.4% 6 30 54 90 9 56 71 136 0 0 0 0

清和台 93 218 521 832 14 93 150 257 15.1% 42.7% 28.8% 30.9% 21 106 122 249 14 89 148 251 0 2 0 2

東谷 149 394 703 1,246 26 176 258 460 17.4% 44.7% 36.7% 36.9% 41 164 196 401 26 168 258 452 0 4 0 4

計 984 2,123 3,696 6,803 172 893 1,245 2,310 17.5% 42.1% 33.7% 34.0% 226 927 1,193 2,346 162 834 1,234 2,230 1 26 2 29

川西南 150 372 549 1,071 26 159 222 407 17.3% 42.7% 40.4% 38.0% 30 130 155 315 25 145 216 386 0 3 1 4

川西 254 493 743 1,490 41 246 326 613 16.1% 49.9% 43.9% 41.1% 136 418 560 1,114 40 218 318 576 0 8 1 9

明峰 80 176 327 583 13 65 101 179 16.3% 36.9% 30.9% 30.7% 17 54 61 132 13 64 101 178 0 0 0 0

多田 113 331 571 1,015 19 117 212 348 16.8% 35.3% 37.1% 34.3% 21 151 173 345 19 114 202 335 0 0 1 1

緑台 43 161 285 489 7 62 97 166 16.3% 38.5% 34.0% 33.9% 6 30 54 90 7 60 95 162 0 1 0 1

清和台 85 197 461 743 12 87 183 282 14.1% 44.2% 39.7% 38.0% 21 106 122 249 11 83 180 274 0 0 0 0

東谷 139 363 675 1,177 19 164 305 488 13.7% 45.2% 45.2% 41.5% 41 164 196 401 19 157 298 474 0 0 2 2

計 864 2,093 3,611 6,568 137 900 1,446 2,483 15.9% 43.0% 40.0% 37.8% 272 1,053 1,321 2,646 134 841 1,410 2,385 0 12 5 17

川西南 155 354 551 1,060 20 172 236 428 12.9% 48.6% 42.8% 40.4% 30 130 155 315 18 148 231 397 0 6 0 6

川西 203 503 717 1,423 39 228 317 584 19.2% 45.3% 44.2% 41.0% 139 427 560 1,126 37 201 315 553 0 7 0 7

明峰 78 199 329 606 10 78 98 186 12.8% 39.2% 29.8% 30.7% 17 54 61 132 9 75 97 181 0 0 0 0

多田 143 311 533 987 28 140 193 361 19.6% 45.0% 36.2% 36.6% 21 151 173 345 26 132 193 351 0 0 0 0

緑台 71 155 301 527 10 52 94 156 14.1% 33.5% 31.2% 29.6% 6 30 54 90 10 49 93 152 0 1 0 1

清和台 58 197 364 619 14 90 155 259 24.1% 45.7% 42.6% 41.8% 21 106 122 249 14 88 155 257 0 1 0 1

東谷 144 346 663 1,153 17 142 310 469 11.8% 41.0% 46.8% 40.7% 41 164 243 448 17 139 304 460 0 1 0 1

計 852 2,065 3,458 6,375 138 902 1,403 2,443 16.2% 43.7% 40.6% 38.3% 275 1,062 1,368 2,705 131 832 1,388 2,351 0 16 0 16

2・3号認定児童中学校区毎の状況

平
成
3
1
年
4
月

令
和
2
年
4
月

令
和
3
年
4
月

利用児童数 待機児童数
中学校区

就学前児童数 申込児童数 申込率 利用定員数
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新子育て安心プラン実施計画に基づく量の見込み等について 

 

１．量の見込みについて 

 令和4年4月1日時点では、就学前児童の状況（見込み）は下記の通りです。２号認定部分については、保育

ニーズが整備数（利用定員数）を上回っており、この傾向は令和5年度以降も継続する見込みです。（別添、「資

料2-2」参照）なお、新型コロナウイルス感染症の影響については不透明な状況です。 

●令和4年4月1日見込み（川西市子育て安心プランベース） 
区分 利用定員 利用希望者 利用定員-利用希望者 就学前児童数 需要に対する状況 

3号認定 1,350 993 357 2,816 超過 

2号認定 1,367 1,435 △68 
3,443 

やや不足 

1号認定 2,796 ※2,008 788 大幅に超過 

          ※3歳以上児全員が施設を利用する場合の見込（3～5歳人口：3,443人-2号人口：1,435人） 

 

２．課題 

 将来的に施設が余剰となることを見据えつつ、需給均衡を目的とし、3 号認定は年度途中の需要増も踏まえた

対応、2 号認定は他施設への影響の少ない形での定員の増、1 号認定は施設間受給バランスのため定員の削減を

行う必要があります。 

 

３．具体的な方策 

１．利用定員変更の実施 

（１）方向性 

①3号認定：現状維持 ②2号認定：利用定員の増を検討 ③1号認定：利用定員の減を検討 

 

（２）実施の基準（1号及び2号） 

令和2 年度第2 回子ども・子育て会議（以下、「会議」）で、「年間の平均の在園児童数が3 年間にわたり既定

の利用定員に満たない場合、利用定員変更による定員の減を検討する。なお、計画上の量の見込みに対して、提

供体制の超過が認められる場合は、市立施設における利用定員変更の優先を基本とする。」としておりました。   

⇒ 上記基準を満たすため、利用定員の変更を行います。（具体的な数値は今後検討予定です。）            

 
●市立教育・保育施設1号認定の状況（人：括弧内は見込値。認定こども園・幼稚園の利用定員は1号のみ記載） 

区分 施設名 利用定員① R1② R2③ R3 ④ 定員と利用者数 差①-④ 3年平均②～④ 

認定こども園 

加茂 170 129 131 123 47（過剰定員） 127 

川西 70 25 36 44 26（過剰定員） 35 

牧の台 70 81 72 67 3（過剰定員） 73 

幼稚園 

久代 90 62 44 37 53（過剰定員） 47 

川西北 100 56 55 36 24（過剰定員） 49 

多田 60 33 27 31 29（過剰定員） 30 

清和台 60 28 19  15 45（過剰定員） 19 

東谷 90 46 29 29 61（過剰定員） 34 

 

 また、既存施設の有効活用なども含めて、2号認定の利用定員増に関する方策を検討します。 
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1号 2号 1号 2号 1号 2号 1号 2号 1号 2号

0歳 1・2歳 0歳 1・2歳 0歳 1・2歳 0歳 1・2歳 0歳 1・2歳

852 2,065 6,375 885 1,931 6,259 868 1,937 6,130 852 1,939 6,076 837 1,904 5,915

59.5% 40.5% 16.2% 43.7% 38.3% 58.3% 41.7% 16.5% 43.9% 38.8% 57.2% 42.8% 16.8% 44.8% 39.7% 56.1% 43.9% 17.1% 45.7% 40.7% 55.0% 45.0% 17.5% 45.7% 41.3%

2,058 1,403 138 902 2,443 2,008 1,435 146 847 2,428 1,902 1,423 145 867 2,435 1,843 1,442 145 886 2,473 1,746 1,428 146 870 2,444

2,865 1,321 272 1,053 2,646 2,796 1,368 275 1,062 2,705 2,796 1,367 278 1,072 2,717 2,796 1,367 278 1,072 2,717 2,796 1,367 278 1,072 2,717

807 -82 134 151 788 -67 129 215 894 -56 133 205 953 -75 133 186 1,050 -61 132 202

0 0 3 9 12 0 0 3 9 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 -82 0 0 -82 0 -67 0 0 -67 0 -56 0 0 -56 0 -75 0 0 -75 0 -61 0 0 -61

-69 47 0 0 47 0 -1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2,796 1,368 2,705 2,796 1,367 2,717 2,796 1,367 2,717 2,796 1,367 2,717 2,796 1,367 2,717

0 -35 0 0 -35 0-68 0 0 -68 0-56 0 0 -56 0-75 0 0 -75 0-61 0 0 -61

2021 2022 2023 2024 2025

16.2% 16.5% 16.8% 17.1% 17.5%

43.7% 43.9% 44.8% 45.7% 45.7%

40.5% 41.7% 42.8% 43.9% 45.0%

⑥確保方策

1,350 1,350

（１）【対策前】

（２）【対策後】

1,337 1,350

⑤企業主導型
(R2時点地域枠171）

②利用希望率

③量の見込み（①×②）

④既存施設定員

基本過不足（④-③）

【対策前】不足数計（④+⑤-③）

3号

①人口推計

0歳（3号）

1,350

1-2歳（3号）

3-5歳（2号）

【利用希望率算出方法】
　0歳児（3号）　　政府目標の「女性就業率82％」が達成される令和7年に最大値となると仮定し適用
　1-2歳児（3号）　令和3年4月実績は、令和2年4月に設定した申込率推移と同水準であることから、予定通り令和7年に最大値となると仮定し適用
　3-5歳児（2号）  過去10年間申込率が上昇していること、過去5年間の申込平均率から、1.1%ずつ需要増が見込まれると仮定し適用
　3-5歳児（1号）  3-5歳人口－2号児童数

利用希望率

⑦対策後施設定員（④+⑤+⑥）

【対策後】不足数計（⑧-③）

区分

3,458

2・3号
計

3号

令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度）

3,443 3,325

3～5歳 3～5歳 3～5歳

令和6年度（2024年度）

2・3号
計

3号
2・3号
計

資料２－２

令和7年度（2025年度）

●保育施設の量の見込みと実施しようとする提供体制の確保方策
・人口推計　　コーホート変化率法により算出
・利用希望率　下記参照
・量の見込み　人口推計と利用希望率の積
・確保方策　　２号認定区分：「既存施設の定員変更」その他の方法により対応（予定）

年度

年齢

認定区分 3号

令和3年度（2021年度）

新子育て安心プラン実施計画に基づく量の見込み及び提供体制の確保方策【経年比較】

3～5歳 3～5歳

3,285 3,174

2・3号
計

2・3号
計

3号



市立川西北こども園の園区設定について 

 

 

１、市内園区の現状 

 

・ 市内で８つの園区を設定（幼稚園５園区、こども園３園区） 

・ 久代地区は園区と小学校区が一致、その他の地区は園区の方が広範囲 

・ 居住地の園区を基本としつつ、市内全域の他園への就園を希望することができる。 

   

        

 

２、川西北こども園の概要 

  

・市立川西北幼稚園と川西北保育所を一体化し、令和4年4月1日に開園 

 ・川西北幼稚園を解体し、同敷地内で新設整備 

 

 

 

 

３、川西北こども園の園区（案）について 

    

認定区分 園 区 

1号認定 現川西北幼稚園の園区を引き継ぐ 

２・３号認定 園区を設定しない 

 

 

 

 

 

施設名 所在地 類型 定員 
在籍児童数 

（令和3年5月） 
創立 

川西北こども

園 

丸の内町7番

1号 

幼保連携型 

認定こども園 

180人 － 令和4年4月 

川西北幼稚園 丸の内町7番

1号 

幼稚園 100人 36人 昭和31年1月 

川西北保育所 出在家町1番

32号 

保育所 80人 74人 昭和35年5月 

資料3 



川西市子ども・子育て計画と川西市子ども・若者育成支援計画の統合等について（案） 

 

１．現状 

 本市では、平成25年度以降、青少年問題協議会を市の付属機関とし、この協議会でのご協議な

どを踏まえて「川西市子ども・若者育成支援計画」を策定するとともに、同計画に基づき、「子ど

も・若者総合相談窓口」の設置や「支援地域協議会」の発足、「こども・若者ステーション」の創

設等に取り組んできました。 

 平成25年度・平成30年度における「子ども・若者育成支援計画」策定にあたっては、基礎調

査のため、ひきこもり者数推計等を目的とした「川西市若者実態調査」を実施しており、同計画

の改定に向け、令和3年度においても、実態調査を行うこととしています。 

 

２．今後の方向性 

 かねてより、産前・就学前～青年期の切れ目の無い支援体制の構築が課題でございましたが、

この実現に向け、令和３年度に組織の見直しを行ったところです。 

また、事業推進にあたっては、総合的・計画的に対象者を支援していく必要があり、子ども・

子育て支援施策と子ども・若者支援施策の一体的な実施を目的として、若者支援に関し、以下の

通りの方向性を整理しました。 

 

（１）川西市子ども・若者育成支援計画を川西市子ども・子育て計画と統合                

令和4年度の「川西市子ども・子育て計画中間年の見直し」にあわせて、「川西市子ども・若者

育成支援計画」と、「川西市子ども・子育て計画」の統合を図ることで、子ども・若者施策を総合

的かつ計画的に推進し、子どもから若者まで途切れることのない支援を行っていきます。なお、

兵庫県においては、すでに、「行動計画（次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画）」や「子

ども・子育て支援事業計画」、「子ども・若者計画」などの複数の計画を、「ひょうご子ども・子育

て未来プラン」に一本化して位置付けているところです。 

 

（２）青少年問題協議会と子ども・子育て会議を統合            

 現在、「川西市子ども・若者育成支援計画」の定期的な検証と評価に関しては「川西市青少年問

題協議会」の審議事項となっています。 

 当該協議会は「青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策の樹立につき必要な重

要事項の調査審議に関する事項について協議する付属機関」と位置づけられており、かつては、

青少年の非行防止や健全育成に関する施策・事業についてご審議いただきました。しかし、青少

年を取り巻く環境の変化等により、青少年の非行が減少傾向にあること等に伴い、若者への支援

施策についても、引きこもりなどの困難を抱える方々への支援へと施策の重点が移りつつありま

す。 

 以上のことなどから、「川西市子ども・若者育成支援計画」と「川西市子ども・子育て計画」を

統合するため、「川西市青少年問題協議会」と「川西市子ども・子育て会議」を統合する予定とし

ています。 

 ※（１）（２）の趣旨は、若者・青少年に関する計画や協議会の単なる「廃止」ではなく、「子

ども・子育て計画との同列での一本化」を図ることです。 

３．検討事項 

（１）統合後の会議・計画の名称変更                             

 子ども・子育て施策だけでなく、青少年に関する分野も対象となるため、計画・会議の名称に

いて、若者への支援施策も対象とすることがわかるよう変更予定です。 

 

（２）アンケート調査のあり方を見直し                                

前回アンケートでは、子ども・若者育成支援推進法の「子ども・若者が社会生活を円滑に営む

上での困難を有することとなった原因の究明、支援の方法等に関する必要な調査研究を行うよう

努める」に基づき、「ひきこもり」に焦点をあて、該当者の推計や「ひきこもり群」「親和群」に

分類し分析しました。 

令和3年度調査においては、以下について検討の上、調査を実施します。 

１）「ひきこもり」の実態把握については、子ども・若者総合相談におけるケースの分析や市内支

援団体のヒアリングなど、より実情を把握できる手法を検討します。 

２）各種子ども・若者支援関係の国調査を総合的に勘案し調査項目を検討するほか、既に実施済

みの国調査活用を視野に入れ設計します。 

３）「ひきこもり」にとどまらず、若者の就労や生活の状況等について調査するとともに、ヤング

ケアラーなど新たな課題についての設問を検討します。 

 

３．スケジュール（案） 

 

 

●子・子会議で統合協議 ●調査委託

●青少協統合協議 ●条例改正案提示

●子ども・子育て計画中間見直し開始

●上記中間見直しとあわせて、子ども・若者育成支援施策を反映

●アンケート実施

●パブリックコメント ●改定

令和4年

令和5年

2月 3月

1月 2月 3月10月 11月 12月

1月

5月 6月 7月 8月 9月

11月 12月

令和4年

4月

令和3年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

資料４ 

【参考】 

これまで、当該実態調査では、近隣県立高校の生徒や無作為抽出による19～39歳の市内在住者を対象に、調

査票の配布・送付により、国の定義における「ひきこもり」該当者の推計を行ってきました。しかし、そも

そも「ひきこもり」の傾向のある対象者が積極的にアンケートに答えるかが不透明であるなど、統計上の発

生者数に、少なからず誤差が生じていると考えています。 

 


